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１．はじめに 

 

観光立国推進基本法制定 (2006)1)により，国が主導

で展開される観光振興は国土形成論の新機軸の１つとし

て位置づけられている．その中でとくに，複数の観光地

の連携により観光客の来訪・滞在を促進する観光圏の形

成・整備のための観光圏整備計画 (2008) 等がある．観

光圏整備においては，最終的に中山間地や地方部を含む

地域の自立的・内発的発展を目指す必要があり，そのた

めに魅力的で持続可能な観光圏形成に向けた整備・計画

手法の確立が急務な課題となっている． 

本研究は，こうした観光圏域の内発的発展に資する

幹線道路ネットワーク整備に関する効果計測・評価手法

の開発を最終的な目的としているが，ここではその目的

達成に向け，いくつかの基本的課題への現時点までの取

組みについて紹介する．具体的には，①観光圏域形成論

における圏域設定のあり方について，圏域形成および圏

域の内発的発展とそれらに資する交通ネットワーク機能

との関係性からの基本的考え方の提案，②魅力的でかつ

持続的な観光圏域形成に向けて，これからの地方部道路

整備の効果計測・評価のあり方とそれらの実証的検討，

の２点である．なお，②では現行の道路整備の事業評価

の基本となる便益計測方法の改良を取上げている.すな

わち，これまでの便益計測では，走行時間短縮による直

接効果をベースとしているため，地域側が期待する魅力

的な観光圏形成に資する道路整備の直接・間接効果を包

括的かつ定量的に評価する必要があると考えたためであ

る．そこで，本論文の後半部においては，間接効果を含

めた広範な道路整備効果について，具体的なケーススタ

ディを通じて観光に着目した評価体系のあり方とその評

価指標の提案を行う． 
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２．魅力ある観光圏形成に資する地方部道路整備論 

 

（１）基本的考え方 

 道路整備は基本的に『国土計画や広域レベルにおける

道路ネットワーク形成』として位置づけられており，そ

の最終的な計画目標としては「国土の均衡ある発展」、

「地域格差の是正」、あるいは最近は「持続可能な地域

の自立的発展」等が挙げられてきている．最近よく言わ

れる『真に必要な道路整備』の議論は，いわゆる無駄な

公共事業への批判から端を発しているためか、往々にし

て費用対効果（B／C比率）に終始する傾向があり、道

路整備の社会的意義・役割や最終的な道路整備計画の計

画目標等の本質的な部分までを視野に入れた議論が必要

と言える．もちろんこれまでの道路行政の中で，『道路

整備や国土ネットワーク形成が先にありき』的な部分が

批判の対象となっていることには真摯に受けとめ，今後

は道路整備の意義や役割についての説明責任を十分果た

す努力をしなければならない． 

 そこで重要となってくるのは，道路整備論の中での計

画目標の設定（道路づくりは何のために）や期待される

効果（地域社会へのどのような影響をもたらすか）と道

路事業の評価体系（客観的便益計測評価手法や定量的評

価指標）とが整合したものになっているかである．本研

究では，従来の道路事業の評価手法の枠組みを基本的に

踏襲し，観光に着目した間接効果まで拡張した評価指標

の提案を行っている．この枠組みは、地方部の道路ネッ

トワーク形成が国土形成（国づくり）のための社会資本

整備の一環として重要な役割を担うものと位置づけ，地

域社会への影響という評価視点を強調した考え方に立つ

ものといえる．ただし、地域社会への影響や地域側が期

待する効果と言っても、それらは多岐にわたり，また計

画圏域の空間的広がりによっても捉え方が異なることに

注意する必要がある．さらにここでの地方部の道路整備

効果の評価体系の整理は観光に着目している点で限定的

ではあるが、これまでの道路事業評価体系を参照し、か

つそれらとの関連性を維持しながら観光圏域形成の視点

から整理したことに対しては一定の評価・位置づけが可

能であると考えている． 



（２）観光圏域形成と道路整備との関係 

 これからの道路整備論を展開する上で，道路計画者／

管理者の計画策定における基本的なスタンスとして、計

画対象圏域の圏域形成をどのように考えるか（地域をど

のように整備しようとしているのか，圏域・地域の将来

像は何か）を明示することが求められる．言い換えれば，

道路を整備すればどのような効果が地域に発現するかと

いう捉え方では十分でなく，どのような圏域形成を想定

し，かつそれに資する道路整備のあり方を検討する中で

道路整備の効果やその評価を行うことが必要といえる．

このとき,計画圏域の空間的広がりをどのように設定す

るか（例えば単純な地理的スケールから,国,広域な地方

圏レベル,府県レベル,都市（圏）・地域レベルなど,ま

た社会経済活動の空間スケールから,広域観光周遊行動

圏,定住圏,交流圏,一日生活圏,購買圏,誘致圏,商圏等）

によって道路整備効果分析もメニューが異なってくる． 

 以下の表－ １は，観光に着目した場合の圏域形成の

空間スケールと観光関連活動から派生する観光客や地域

住民の交通インフラ利用との関係を表したものである． 

     表－ １ 観光に着目した計画圏域の空間スケールの分類 

Level 圏域の 

広がり 

計画 

名称 

圏域側から道路整備 

に期待される効果 

I 国(nation-
wide) 

国土計

画 

国際観光力強化→空港／観光

地へのアクセス性向上 

 

II 

地方圏 

(region block) 
広域観

光計画 

広域周遊圏優位性→魅力ある

広域周遊ルート形成／移動ル

ート自体の観光資源化 

 

III 

観光圏 
(tourism 
region) 

観光圏

整備計

画 

府県を跨ぐ観光圏形成→交通

サービス改善／来訪機会創出

／地域経済活性 

IV 観光地 
(tourism area) 

観光地

計画 

観光地内移動支援→モビリテ

ィの円滑化／魅力化 

V 観光地区 
(tourist spot) 

観光地

区計画 

地区回遊の快適性・魅力化→

walk-trail整備 

 

 観光庁を中心に検討中の観光圏整備計画(2008) 2)では，

「観光圏」とは，『滞在促進地区が存在し，かつ自然， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歴史，文化等について密接な関係が認められる観光地を

一体とした区域』と定義される．また最近の国土形成論

においては，二層の広域圏域交通体系の中で地域ブロッ

ク形成／生活圏域・自然共生地域形成に資する幹線道路

ネットワーク整備の位置づけが議論されている.(田村亨

(2006) 3)) 本研究では，このような圏域形成・整備の戦

略的目標の一つとして，圏域の内発的発展 (Endogenous 

Development) 4),5)を掲げ，とくに上記の二層の広域圏議

論の中で捨象され易い（あるいは取扱いが困難視され

る）中山間地や地方部を含めて構成される「観光圏域」

を取上げることにする。この基本的な枠組みを前提に，

幹線道路ネットワーク整備が観光圏域の内発的発展に及

ぼす効果計測・評価手法の開発を中心的なテーマとして

設定し，観光圏域形成に資する道路整備に関する計画論

の再構築を目指す必要がある． 

 

３．地方部道路の整備効果の分析評価手法の提案 

 

（１）観光に着目した道路整備効果の捉え方 

 現行の費用便益分析マニュアル（2008.11 ）において

は，多種多様にわたる道路整備に伴う効果のうち，十分

な精度で計測が可能でかつ貨幣表現が可能とされる「走

行時間短縮」「走行経費減少」「交通事故減少」に限定

して便益を算出することとしており，これ以外の間接効

果は対象となっていない．また，これらの便益額は利用

交通量に比例するとともに，節約時分を貨幣タームに換

算する時間価値で決まるため，現行の枠組みでは，利用

交通量が十分見込めない地方部の道路整備の費用対効果

が小さく評価されるケースが想定される． 

 一方，道路整備の本来の目的や意義を考えれば，道路

整備による直接便益だけでなく，それらから波及する間 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

交通サービス改善 

直接効果 

走行時間短縮 

走行経費減少 

交通事故減少 

地方部道路整備による観光圏域来訪者の交通活動・行動パターンの変化と 

道路整備における間接効果 

観光圏域へのアク

セス性の改善 

来訪者活動・交通

パターンの変化 

圏域の社会経済への間接効果と観

光圏域形成／持続的・内発的発展 

観光圏域内移動の所

要時間/コスト短縮 

観光圏域へのアクセ

ス所要時間短縮 

観光圏域の観光客誘

致力拡大 

圏域内立寄り箇所数

増加／滞在特性変化 

圏域への来訪意欲／

マーケット力の増加 

観光入込み客数増加／ CS 向

上／新規・リピータ増加 

観光関連産業の需要増加／他産

業への経済波及／雇用機会増加 

 

魅力ある観光圏域形成／地域

の経済・社会の自立的発展 

図－ １ 道路整備効果の因果関係の捉え方 



接効果を含めたトータルの総便益の創出と当該地域への

帰着を評価する必要がある．そこで本研究では，図－

１に示すように，観光圏域形成を含めた『広範な効果

の評価』の観点から、道路整備効果波及の因果序列を仮

定しながら当該地域への間接効果の帰着を定量的評価指

標により行うこととする 6)~11)． 
 
（２）道路整備効果の評価方法 
 ここでは，前節の図－ １で示した地方部道路整備に

よる効果波及の因果関係に基づき，観光圏域への交通サ

ービス改善等の直接的な整備効果としての「移動時間短

縮」が、観光客の周遊行動の変化を促し，さらに観光客

の当該地域での時間消費と購買活動を通じて，地域経

済・社会への様々な間接効果の発現につながると考えた． 
すなわち，地方部道路整備による直接的効果の発現は，

潜在的な観光来訪者の活動・行動に関する意思決定に関

わる種々の前提条件の改善を促す要因として作用し，そ

の結果として来訪者の活動・交通行動パターンの変化が

生じ，さらに地域の経済社会へ波及する．そこで本研究

では具体的な評価指標として，「地域へのアクセス条件

の向上」「観光中の移動の円滑化」、期待される結果を

評価する指標としての「地域経済への影響」を中心に取

り上げ，表－ ２に示す５つの評価指標を提案する． 
 なお，ここで提案する指標については，現存の利用可

能な地域交通データ等による定量的指標に限定したため，

各評価項目に十分対応できた指標の定義に至っていない

点に注意が必要である．この点については魅力ある観光

圏域形成に向けた地方部道路整備のための調査分析手法

の体系化の中で，データ収集のあり方についての今後の

課題といえる． 

 

４． ケーススタディ 

 

和歌山県の近畿自動車道紀勢線を対象地域として，

前章で提案した評価指標による整備効果分析のケースス

タディを行った．なお，このケーススタディでは，間接

効果の中で費用対効果分析になじみやすい地域経済への

効果（表－ ２中の指標１，４，５）を中心に検討する

こととし，以下に示す手順に従って推計している． 
(1) 交通サービス水準の改善に伴う観光入込み客数の
増加数推計（指標１） 

(2) 観光産業における最終需要増加額推計（指標４） 
(3) 観光以外の産業における最終需要増加額推計 
(4) 地域の雇用者（従業者）数推計（指標５） 
近畿自動車道紀勢線（白浜～すさみ間）の整備によ

り、アクセシビリティが向上する白浜以南の観光地域の

来訪者増加を推計結果から確認できた．また観光客の増

加数に基づく経済波及効果についても現況の和歌山県の

産業連関表を用いた簡易推計法により試算できた．これ

らの推計方法の具体的検討やその結果についての詳細は

講演時に紹介したい．以下では，各指標についての検討

結果の概要を示す. 

 ＜指標１＞：観光消費の増加額 
 指標１は評価値が貨幣換算されているため，便益とし

て算定することが可能である．観光消費の増加額を算定

するためには，道路整備による観光客の増加を推計する

必要がある。本研究では入手可能な資料の中から，観光

客数増加の説明変数として，交通サービスの状況（地域

のアクセシビリティ），観光資源力，日帰り率を選択し

たが，さらに種々の変数を用いて推計式の最適化を図る

ことが必要である．また，この推計式の説明変数として、

地域の観光魅力度を表す「観光資源力」を提案している

          表－２ 観光に着目した地方部道路整備効果の評価指標 

政策目標 

大項目 中項目 
定量的評価指標 

 
地域へのアクセス条
件の向上（前提条件
の改善） 

人口集積地からのアクセス条
件の改善による観光の需要喚
起効果を評価 

指標１：観光入込み客（観光形態(k)別）増加
によってもたらされる観光消費の増加額 
Σk(Vjk

after - Vjk
before)×TEkj 

  (Vjk
after - Vjk

before):観光入込み客増加人数 
   TEkj:観光地iでの一人当り観光消費額 

観光中の移動時間の節約と滞
在時間の増加を評価 

指標２：観光地域間の所要時間の短縮量 
ΣiΣj (Tij

after  Tij
before) 

  (Tij
after  Tij

before):観光地間所要時間短縮分 

 
 
観光中の移動の円滑
化（前提条件の改善） 対象地域内部を周遊するルー

トの多様化を評価 
指標３：道路網密度D(km/km2)の増加割合 
  (Dafter - Dbefore)/ Dbefore×100(%) 

観光産業の需要増加による経
済波及効果を評価 

指標４：観光産業から他産業への需要増加額 
 ☞圏域内産業連関表による生産誘発額算定 

 
 
 
 
 
 
魅力ある
観光圏域
形成 
 

 
地域経済への影響
（期待される結果） 観光の活性化により見込まれ

る雇用の増加効果を評価 
指標５：観光活性化による新規雇用者数 
 ☞生産誘発額に基づく雇用係数から算定 

 



が，観光魅力による重み付け方法にも改善が必要である． 
 ＜指標２＞： 観光地域間の所要時間短縮 
 指標２は移動のために使う時間が短縮することにより，

観光スポットでの滞在時間の増加や立寄り箇所数の増加

につながり，観光来訪者の便益が増加することを評価す

る指標である。移動にかかる所要時間便益を換算する方

法として、今後は原単位の設定方法の検討が必要である． 
 ＜指標３＞： 道路網密度の増加割合 
 指標３は，観光中の経路が多様化して観光ルートのバ

リエーションが豊富になることによって地域の魅力増加

につながり，観光入込み客増加そして地域の経済活動が

活発化を評価する指標である．道路網密度の増加を便益

に換算するためには、観光ルートのバリエーションの豊

富さ等、地域の観光魅力度と観光入込み客数との関係を

表現する必要があり，今後は観光魅力度が増加した場合

に観光入込み客数がどのように変化するかを予測するモ

デル式を作成する必要がある． 
 ＜指標４＞： 観光産業から他産業への需要増加額 
 指標４については，道路整備による一時的な観光入込

み客の増加効果が，どの程度持続するのかを検証する必

要がある．例えば，大規模イベントの事例では，交通ア

クセスの改善や世界遺産登録等の大規模なイベントの効

果がそのイベントが起こった直後には大きな影響が出て

いるが、長期的にみるとその影響はやがて低減している． 
また，世界遺産に登録された地域の事例をみると，観光

地としての知名度や状況、立地環境等によって異なるが，

取組み次第で観光入込み客数を伸ばせる地域もあれば、

イベント効果を活かしきれない地域もある 12)~14)． 
 ＜指標５＞： 観光活性化による新規雇用者数 
 新規雇用者数という指標は，地域の経済社会を支える

雇用の面からみて，重要な指標の一つである．しかし，

指標５は，指標１および指標４をもとに算定した評価値

であるため，貨幣価値換算した便益を算定すると重複計

上になることに注意が必要である． 
 

５．おわりに 

 

 本研究では、道路整備による交通サービス水準の向上

が、観光来訪者の行動の前提条件や行動パターンを変化

させることを事例等から明らかにし、観光来訪者の増加

や地域の魅力的な観光圏域形成に資することを示した．

ケーススタディでは，地域への経済波及効果が無視でき

るほど小さくはないことを確認できた． 
 また，地方部においては，社会基盤が十分備わってい

ない分、新たに道路整備によって地域のポテンシャルが

向上する効果が期待できる．しかし現状ではこのような

効果を定量的に的確に評価する具体的な調査分析方法は

開発されていないのも事実である．その意味で地方部に

おいて真に必要な道路整備を進めようとするならば、そ

れが魅力的な観光圏域形成に如何に寄与するかを判断す

るために，本研究で着目した道路整備による間接効果の

評価手法の開発意義は大きいといえる． 
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